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今、世界中でオンラインでの購買
が再び小売業界を根本から揺る
がしている。小売業はこの波に乗
れるかどうか、問われている 
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今回のTotal Retail surveyは、PwCが 
実施した中で最も包括的な内容となった。 
世界中 の オンライン 購買客、約2万
3,000人を対象にモバイルショッピング
からソーシャルメディアの影響、さらには
小売業者のイノベーションに至るまで、
さまざまな問題に関する質問を行った。
そして、その回答から、小売業界の次な
る革命の原動力となる、購買行動の変
化が明らかになった。
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5大陸、25の国と地域で約2万3,000人のオンライン買い物客を対象に調査を実施
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まさに革命に他ならない状況の中、小売業者と消費財メーカーの前には、かつてないほどの高さの壁が
立ちはだかっている。当社が実施したTotal Retail survey の結果と2015年第4四半期における世界の
小売業の業績から鑑みると、過去数年の間に広がってきた多くのトレンドにとって、2016年は重大な転
機の年となる。消費者は、特定小売業のコミュニティのメンバーになるだけではなく携帯端末を通して購
入するようになり、さらには、ソーシャルメディアでつながるだけではなく実店舗にてサービスや従業員の
知識の深さを求めるようになってきている。つまり、世界中の消費者の買い物に対する定義が広がりを
見せているのである。

消費者の購買行動とさまざまな購買チャネルの利用状況を把握し、比較するため、PwC のグローバル・リテール &コンシューマー・プ
ラクティス部門は、同じくPwC のリサーチ・トゥ・インサイト（r2i）部門の協力の下、25の国と地域（オーストラリア、ベルギー、ブラジル、
カナダ、チリ、中国・香港、デンマーク、フランス、ドイツ、インド、イタリア、日本、マレーシア、メキシコ、中東、ポーランド、ロシア、シンガポー
ル、南アフリカ、スペイン、スイス、タイ、トルコ、英国、米国）を対象に世界規模の調査を実施した1。

 1 端数処理のため、合計値が100％にならない場合もある



本報告書では、PwC が
世 界 規 模 で 実 施 し た
Total Retail survey や
その他の当社分析と、第
三者による調査結果を
提示し検討することで、
小売業界の次なる革命
として右のような八つの
動向があることを明らか
にしていく。

1. 世界の購買行動の未来を予測するには、
中国に目を向けよ。当社の過去のデータ
によると、数年前に中国で行われていたこ
とが、現在では世界各地の消費者に広がっ
ている。

2. 価値の時代と言われる今日においても、最
も重視されるものはやはり価格である。長
期にわたる世界経済の低迷の結果、価値
が重視されるようになっている。一方で、
年齢や所得に関係なく、ほぼ全ての国の
人々にとって、価格の安さも重要になって
いる。

3. 全てのチャネルにわたる総合的な顧客と
の取引において、店舗への来店客数はそ
れほど重要ではない。顧客のオンラインで
の買い物は増えている。これにより複数の
チャネルを持つ小売業者は、最終的にど
のチャネルで買い物をするかに関わらず、
実店舗にてさらに的を絞った魅力のある
体験を生み出し、顧客との取引を最大化
することが重要になる。
 

4.（最終的に）重要なのは店舗の人材である。
より洗練された顧客は、商品知識や技術
的なノウハウ、接客スキルを兼ね備え、実
店舗においてより良い体験を提供できる
店員を求めている。

5. 携帯端末は、主たる買い物の手段となった。
オンラインショッピングの手段として、現在、
モバイルコマースが、着実に普及してきて
いる。

6. 現在の消費者はコミュニティへ関心を高
めている。会員向けサービスに魅力を感じ
る消費者が増えていることから、「コミュニ
ティ」を通じた顧客と小売業者との関係は、
より深まっていると言える。

7. ソーシャルメディアは巨大な影響力を持っ
ている。顧客が、商品に関する判断やブラ
ンドの信憑性の評価を行う際に、家族の
意見や広告メッセージ、マスコミ報道のほ
か、ソーシャルメディアにも頼っている。

8. 小売業者は「リーディングイノベーター」
になりうる可能性がある。お気に入りの小
売業者に革新性があると認めている消費
者が多くいる一方で、買い物客から「リー 
ディングイノベーター」と評価されている
小売業者はごくわずかしかいない。
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1：世界の購買行動の未来を予測するには、中国に目を向けよ
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著名な SF 作家でテクノロジーエッセイ
ストでもあるウィリアム・ギブスン氏は、「未
来はすでにここにある。まだ広く行き渡っ
ていないだけだ」と述べている。

消費者行動に照らし合わせると、ギブ
スン氏の考えは間違 いなく正しい。購
買行動の未来は、まさに中国を中心に
して展開している。当社の Total Retail 
survey のデータによると、中国の消費者
はモバイルショッピングなどの最先端の
買い物手段をいち早く取り入れることに
対して一貫して積極的な態度を取ってい
る。さらに、当社の過去の調査結果とも併
せて考えた場合、中国の人々の購買行動
が世界の購買行動の先行指標になってい
ることが分かる。言い換えれば、中国の消 

費者の現在の行動は、そう遠くない将来
に世界の他地域の買い物客の行動にな
るということである。

まず、最近の売上データから見てみると、
2015年の中国のオンライン売上高は、モ
バイルに大きくシフトした。「独身の日」（今
や米国のブラックフライデーをはるかに
上回る売上を誇る24時間のショッピング
セール）は、中国の eコマース市場の先行
きを占う指標になっている。今年の「独身
の日」におけるAlibaba のオンライン売上
高は、2014年比で60％増の143億米ド
ルに達した2。しかし、最も重要なのは、購
買手段がモバイルへシフトしたという点で、
2015年の「独身の日」における全取引の
69％がモバイル端末から行われ、2014年 
の43％から増加している3のである。

中国の消費者は、従来のテクノロジー
から積極的に脱却し、代わりに「ソーシャ
ル」な手段を選ぶという点でも最先端を
行っている。例えば、現在世界第4位の規
模を誇る中国のスマートフォンメーカー
Xiaomi は、通信事業者経由の販売を避
け、代わりにコアなユーザー層（「Miファン」
と呼ばれる）が参加するソーシャルプラッ
トフォーム上で、顧客とのエンゲージメン
トを高めることにより、自社製品の70％
をオンラインで消費者に直接販売してい
る。また、Xiaomi はコンテスト、限定イ 
ベント、フラッシュセールなどのソーシャ
ルエンゲージメント戦術を利用することで、
新製品のリリースをオンラインショッピン
グセールの場に変化させている。

「未来はすでにここにある。まだ広く行きわたっていないだけだ」 

 － SF 作家 ウィリアム・ギブスン

2 theatlantic.com（2015年11月11日）、Alibaba Brought in $1 Billion During the First 8 Minutes of China's Black Friday 
3 Business Insider（2015年11月14日）
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当社の Total Retail survey の調査結
果は、中国市場で起きていることを如実
に反映している。中国での調査対象者
のうち、65％が月に1回以上モバイルで 
オンラインショッピングをしており、全く
したことがないという人は12％しかいな
い。一方、全世界の調査対象者を見ると、
月に1回以上モバイルでオンラインショッ 
ピングをしている人 はわず か28 ％で、
46％がモバイルでオンラインショッピン
グをしたことがないという結果になった。
中国でこれほどモバイル化が進んでいる
理由はいくつか存在する。その一つとし
て、携帯電話に比べて、パソコンがそれほ
ど普及していないことが挙げられる。そし
て、もう一つの理由は、Baidu、Alibaba、
Tencentといった中国の eコマース企業
が自社の大規模なデータ分析プラット
フォームを通じてモバイルのパーソナラ
イズを推進していることである。そのため、
中国のオンライン買い物客は、各自の所
得水準や購買行動、現在位置、さらには
その時に歩いているか、車に乗っている
かに応じてパーソナライズされた情報を
受け取っている。

しかし他の国の買い物客が、中国の 
オンライン買い物客の行動を取り入れる
ということがどうして分かるのだろうか。
これは、過去数年間の相対的なトレンド
から予測したもので、中国の購買行動に
世界の他の国々が追随するという結果が
出ているのである。図1に示すとおり、過
去4回の調査において、オンラインで買い
物をする頻度について尋ねているが、中
国の買い物客のうち、毎日オンラインで
買い物をしている人の割合は、世界の他
の地域よりもはるかに速いスピードで増
加している。一方で、全世界の調査対象
者を見ても、毎日オンラインで買い物をし

ている人の割合（7.1％）は2012年にお
ける中国の割合（4.3％）をすでに追い越
しており、着実に増加している。モバイル
化という点について見ると、全世界の調
査対象者は中国の買い物客より3年ほど
遅れている。

  

世界全体

2.9%

5.5%
6.0%

7.1%

今すぐ購入

中国

4.3%

13.8%

18.7%

19.6%

今すぐ購入

Source: PwC, Total Retail Survey, 2016

世界全体中国

出典：PwC, Total Retail Survey, 2016

毎日
オンラインで
買い物をして
いる人の割合

2012 2013 2014 2015

図1：中国で調査した消費者のうち、ほぼ5人に1人が毎日オンラインで買い物をしている
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当社の1年前の調査と比べると、携帯
電話やスマートフォンを決済に利用した
ことがあると回答した中国の買い物客の
割合も、18％から43％へと大幅に増加し
ている。一方、全世界の調査対象者では、
12％から20％に跳ね上がり、昨年の中
国における割合よりも若干高くなった。来
年、世界のオンライン買い物客が再び中
国の消費者に追随すれば、モバイル決済
の利用が世界的に拡大すると予想される。

ただし、一部の購買行動について言う
と、世界の他の地域は中国より大幅に遅
れているため、追い付くまでには何年も
かかると見られる。例えば、当社では過
去数年にわたり、調査対象者に対して、携
帯端末の利用状況について、自身が当て
はまるかどうか質問している。図2から分
かるように、携帯電話を買い物手段とし
て信頼し、利用すること（“購入した商品の
支払いのためにクレジット情報を携帯電
話に入力することに抵抗感はない”）に関
して、「当てはまる」と回答した人の割合は、
中国も全世界も同様の速さで増加してい
る。しかし、世界の他の地域が中国にお
ける2014年の割合に追い付くまでには、
まだしばらくかかりそうである。また、例
えば「主な買い物の手段として携帯電話
を利用している」という質問に関して、今
年の調査で当てはまると回答した人の全
世界における割合（34％）は、中国におけ
る2014年の割合（55％）と比べるとまだ
大幅に少ない。

図2：携帯電話は買い物の手段としてますます普及している

Q：以下の文章に、どの程度当てはまるかを選択してください

56%
60%

30%
33%

I am willing to 
load credit onto my 

mobile phone to 
provide payment 

for products

My mobile phone 
will become my 

main tool 
through which to 
purchase items

30% 34%

Global

55%
59%

China

 Base: 1,000

Source: PwC, Total Retail Survey, 2016
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出典：PwC, Total Retail Survey, 2016 2014 2015
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2：��価値の時代と言われる今日においても、最も重視されるものは 
やはり価格である

過去数年にわたり経済の低迷が続い
た米国と欧州では、買い物客の経済観念
に違いが生じてきている。PwC の最近の
報告書では、消費者を「サバイバリスト」と

「セレクショニスト」に分類している4。サ
バイバリストは、将来の購買を判断する
時に価格の安さを重視するため、割引や
セール品が極めて重要となる。一方、セ
レクショニストは、ブランドや他店では得
られない体験を常に求めている。

今年の調査では、この現象の広がりを
評価するため、価格に関していくつか質
問した。その結果、所得や国に関係なく、
全世界中で実際には価格の安さが購買
行動を促進する重要な要因となっている
ことが分かった。しかもこのことは、価値
に対する考え方の一部に過ぎない。実際
の価格と同じぐらい重要視されるものは、
その買い物に対して感じた価値なので 
ある。

 Base: 22,618

Source: PwC, Total Retail Survey, 2016

価格が安い 60%

他店にない物を売っている 25%

欲しい物の在庫がいつもある 32%

商品の店舗在庫をオンラインで確認できる 21%

ブランドを信頼している 32%

ウェブサイト・モバイルサイトが
使いやすい 22%

オンラインのカスタマーレビューで
評判が良い 14%

特典が充実している 20%

配送が迅速かつ確実である 24%

返品ポリシーが良い 25%

店員が豊富な知識を持ち、対応も良い 14%

アドバイスや商品選びのサポートが
受けられる 11%

興味を引かれる面白いオンライン
コンテンツを持っている 11%

店頭価格とオンライン価格が同じである 17%

地域社会に根ざし、
独立した販売を行っている 6%

パーソナライズされた割引サービスや
マーケティングが受けられる 12%

社会や環境に配慮している 7%

4 PwC, 2015 Holiday Outlook.

図3：オンライン買い物客は、価格が適正である小売業者をお気に入りに選んでいる

Q：お気に入りの小売業者で買い物をする理由は何ですか？

回答者総数：22,618人
出典：PwC, Total Retail Survey, 2016



求められているものは、革命   |   9

図4：国別に見た価格と利便性の割合

Q：最近12カ月の間のオンライン購入で主に考慮した要素は何ですか？

例えば、図4に示すとおり、多くの国で
は利便性が求める価値の大部分を占め
ており、価格に匹敵するほどである。南ア
フリカを見てみると、南アフリカのオンラ 
イン買い物客に対して「最近12カ月の間
のオンライン購入で主に考慮した要素は
何ですか？」と質問したところ、調査対象
者の57％が、主に利便性を考慮したと回
答している。一方で、価格という回答はわ
ずか30％であった。また、米国に目を向
けると、調査対象者の58％が、オンライン 
購入の際に利便性を主に考慮したと回答
している。実は、全世界の調査対象者を
見ても、オンラインで購入する際に考慮し
た要素として、利便性（47％）という回答
が価格（43％）よりも若干多くなっている。
もちろん、価格のほかにも価値のある要
素は存在している。

価値に関する最もシンプルな質問として、
「お気に入りの小売業者で買い物をする
理由は何ですか？」と尋ねたところ、価格
という回答が最も多かった。全世界の調
査対象者の60％が、価格を理由に挙げ、
その次に多い理由として32％が「欲しい
物の在庫がいつもある」と回答した。しか
し、このような質問においても、価値とし
て形のないものが挙がっており、18ある
選択肢のうち、「ブランドを信頼している」
と答えた人が32％と三番目に多かった。

利便性が高い 価格が安い その他

オーストラリア 40% 47% 13%

ベルギー 43% 39% 18%

ブラジル 42% 54% 5%

カナダ 46% 37% 17%

チリ 24% 63% 13%

中国 62% 36% 1%

デンマーク 38% 50% 12%

フランス 47% 47% 7%

ドイツ 56% 35% 9%

香港 * 47% 47% 7%

インド 65% 31% 4%

イタリア 49% 42% 9%

日本 49% 44% 7%

マレーシア 50% 42% 9%

中東 ** 42% 42% 15%

メキシコ 36% 48% 16%

ポーランド 51% 43% 6%

ロシア 47% 45% 8%

シンガポール 40% 55% 5%

南アフリカ 57% 30% 13%

スペイン 48% 43% 9%

スイス 54% 32% 14%

タイ 51% 38% 11%

トルコ 36% 56% 8%

英国 55% 37% 8%

米国 58% 32% 10%

世界全体 47% 43% 10%

* 香港の調査対象者数は100人
**中東には、UAE、エジプト、サウジアラビアが含まれる
	

回答者総数：22,618人
出典：PwC, Total Retail Survey, 2016
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回答者はセール品を探すだけでなく、
欲しい物を手に入れるためなら、海外の
オンラインサイトで買い物をすることさえ
ある。今年は全世界の調査対象者に対し
て、今後12カ月の間に海外のオンライン
小売業者から買い物をするとすれば、そ
の理由は何かという質問を初めて行った。
最も多かった理由は価格で、全世界の調
査対象者の56％が「安く買える」なら海
外のオンラインサイトで買い物をすると答
えた。

高所得者の間でさえ、セール品を見つ
けることは優先事項の一つとなっている。
調査対象国のうち三カ国（ブラジル、カ
ナダ、中国）における上位二つの高所得
者層を合計した場合を見ても、各国の高
所得者は海外のオンラインサイトで買い
物をする主な理由として価格を挙げてい
る。各国の高所得者のうち、ブラジルは
73％、カナダでは61％、そして中国につ
いては61％が海外のオンライン小売業
者でセール品を探すと回答している。こう
した買い物客は海外の小売業者で一体ど
のような商品のセール品を探しているの
だろうか。調査対象者のうち、51％は衣
類・履物類、44％が電子機器・コンピュー
ターと答えている。また、40％は書籍・音
楽・映画・ゲーム、そして31％が美容・健
康用品を選んだ。

価格の安さ以外を理由に挙げる割合
が多かったのは、ミレニアル世代のみで、

「お気に入りの小売業者で買い物をする
理由は何ですか？」という質問に対する
回答を見ると、「価格が安い」を選んだ割
合は、その他全ての世代が63％であった
のに対し、ミレニアル世代（18歳～34歳）
はわずか56％であった。このほか、ミレ
ニアル世代はお気に入りの小売業者で買
い物をする理由として、ブランドに親しみ
がある（33％）、オンラインのカスタマー
レビューで評判が良い（17％）、配送が確
実である（25％）、ウェブサイト・モバイル
サイトが使いやすい（23％）を挙げている。

73%

Brazil

61%

Canada

61%

China

65%

Global

 Base: 1,000

Source: PwC, Total Retail Survey, 2016

The two highest-earnings income brackets 

in each of our surveyed countries plan to purchase 

from an out-of-country online retailer in 

the next 12 months for better prices

中国カナダブラジル世界全体

出典：PwC, Total Retail Survey, 2016

当社が調査した各国における上位二つの所得者層は、

今後12カ月の間に海外のオンライン小売業者から

より安い価格で買い物をしようとしている

図5：高所得者でさえ、あちこちでセール品を探し求めている
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3：��全てのチャネルにわたる総合的な顧客との取引において、店舗への
来店客数はそれほど重要ではない

図6a：購入に至るまでのプロセスにおいて、実店舗はいまだに極めて重要な役割を果たしている 

Q：購入する商品を調べる際、最もよく利用する手段はどれですか？

14.6％、9.8％、9.1％、11％。これら
の数字の共通点は何だろうか。これらの
数字は、ある大手小売業界調査分析会社
が発表した2014年4～7月と2015年4～
7月における米国小売店の客足の下落率

（前年比）を表したものである5。

小売業がオンラインへの広がりを見せ、
その成長に伴って実店舗から客足が遠の
いていることについて、小売業者は長い
間仕方がないものとして受け入れてきた。
問題は、実店舗に訪れた客に対して、購
買を促進できるような体験を生み出せて
いるかということである。まず重要な点と
して、客足が鈍っているとはいえ、実店舗
は依然として強い力を持っている。	

5 http://retailnext.net/blog/retail-performance-pulse-store-results-july-2015/

その大きな裏付けとして、当社の Total 
Retail survey のデータによると、多くの
消費者がいまだに購買の際、商品を実際
に手に取ってみたいと考えている。以下
の図6aと図6b は、商品の調査と購入の
両方を実店舗で行いたいと考えている人
の割合を示している。

電子機器・
コンピューター

家電製品

衣類・履物類

書籍・音楽・映画・
ゲーム

スポーツ・
アウトドア用品

宝飾品・時計

DIY・リフォーム

食料品

玩具

美容・健康用品

47% 29%4%2 5%6% 7%

38% 35% 7%7%5% 6%3

32% 36% 7%7% 5%38%

46% 4%

5%

4%

4%

2 10%18%9%9%

5%

5% 5%

5%

5%

6%2

2

2

2

2

2

2

6%

6% 6%

6% 6%

6%

7%

7%

7% 7%

7% 7%

27% 42% 10%

29% 30% 20%

20%26% 33%

26% 36% 18%

16% 55% 12%

28% 27% 23%

28% 34% 15%

次世代ウェアラブル端末（腕時計、メガネ、ペン） 携帯電話やスマートフォンからオンライン タブレット端末からオンライン

パソコンからオンラインで カタログ・雑誌 実店舗 このカテゴリーの商品では調査や購入をしないテレビ通販

1

0

1

1

1

1

2

1

1

1

1

家具・家庭用品

回答者数の範囲：22,203 ～ 22,527人
出典：PwC, Total Retail Survey, 2016
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電子機器・
コンピューター

家電製品

衣類・履物類

書籍・音楽・映画・
ゲーム

家具・家庭用品

スポーツ・
アウトドア用品

宝飾品・時計

DIY・リフォーム

食料品

玩具

美容・健康用品

32% 3%52%2 24% 4%

22% 59% 5%4%3% 4%3%

25% 53% 3%6% 3%3%6%

42% 3%

3%

3%

2

2 7%30%8%7%

4%

4% 4%

3%

3%

62%3%2

2

2

2

2

2

5%

5% 5%

4% 4%

4%2

5%

5%

6% 5%

5% 6%

17% 7%

21% 46% 17%

15%19% 50%

17% 55% 14%

11% 72% 5%

24% 40% 19%

22% 50% 10%

次世代ウェアラブル端末（腕時計、メガネ、ペン） 携帯電話やスマートフォンからオンライン タブレット端末からオンライン

パソコンからオンライン カタログ・雑誌 実店舗 このカテゴリーの商品では調査や購入をしないテレビ通販

回答者数の範囲：22,164 ～ 22,452人
出典：PwC, Total Retail Survey, 2016

実際のところ、電子機器・コンピュー
ター、家電製品、衣類・履物類など、購入
する前にオンラインで商品を調べる傾向
にある商品カテゴリーでも、商品を購入
する際には、多くの人がいまだに店舗に
足を運んでいる。電子機器・コンピュー
ターを例に挙 げると、全世界の調査対
象者のうち、実店舗での調査を好む人は
29％に過ぎないが、購入については実店
舗を選ぶ人が52％に上る。本当の意味
での課題は、オフラインでの購入を好む
買い物客に合った店舗環境を作り上げる
ことである。最も効果的な方法として、店
舗フォーマットの定義を明確にすることで

取引を最大化するということも考えられる。
例えば、体験重視型の旗艦店、複合施設
を備えた大型ショッピングセンター、専門
店、期間限定のポップアップストアでは、
買い物客にとって各店舗の狙いが非常に
分かりやすいため、顧客の期待が満たさ
れる可能性が高い。

図6b：購入に至るまでのプロセスにおいて、実店舗はいまだに極めて重要な役割を果たしている

Q：商品を購入する際、最もよく利用する手段はどれですか？



電子機器・
コンピューター

家電製品

衣類・履物類

書籍・音楽・映画・
ゲーム

家具・家庭用品

スポーツ・
アウトドア用品

宝飾品・時計

DIY・リフォーム

食料品

玩具

美容・健康用品

6% 8% 22%26%12% 16%4% 5%

4% 6% 9% 19% 34% 22%33

10%8% 14% 18%4% 24% 20%2

13%13%5% 8% 10% 12% 16% 23%

2 2 4% 7% 9% 17%

2 3 5% 7%

5% 7%

7% 9% 17%

10% 17% 26%

2 3 4%

2 2 4% 6% 9% 15% 34%

2 3

3 3 5% 8% 11% 18%

3 4

36% 23%

28%

29%29%

27%

8% 14% 42% 20%

22% 29%

19%13%10%6% 26% 19%

全て

このカテゴリーの商品は全く購入しない

ほぼ全て 大部分

約半分 一部 数件

このカテゴリーの商品はオンラインで購入しない

図7：商品カテゴリー別のオンラインでの購入状況

Q：�以下の各商品カテゴリーについて、最近12カ月の間にオンラインで購入した物（コンピューター、タブレット、携帯電話、スマートフォン、ソーシャルメディ

アプラットフォームを通じて購入した物など）はどの程度ありますか？

回答者数の範囲：22,098 ～ 22,382人
出典：PwC, Total Retail Survey, 2016

実際に、以下の図7からも実店舗の底
堅さが見て取れる。どのカテゴリーの商
品についても、過去12カ月の間に、主に
オンラインで購入されている傾向は見ら
れない。

では、実店舗に足を運びたいと思わせ
るような店舗内の体験を生み出す上で、
買い物客は何が重要だと言っているのだ
ろうか。店舗内でのショッピング体験を向
上させる要因を、全世界の調査対象者に
尋ねたところ、上位を占めた回答から、実
店舗の改善に役立つ変更すべき点が多
数明らかになった。

求められているものは、革命   |   13
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主な回答として、取扱商品について店
員が深い知識を持っている（40％）、精算
がしやすい（35％）6、オンラインの在庫を
すばやく確認できる（32％）、雰囲気が良
い（23％）、店内にWi-Fi がある（22％）な
どが挙がった。

店舗内での体験については、携帯端末
と店舗内にいる時に消費者が携帯端末を
どのように使いたいと考えているか、に着
目し別の観点からも調査を行った。図8 
の回答から分かるように、店舗にいる顧
客向けのプロモーションや割引サービス
の実施、最新の特典情報のモバイルサイ
トへの掲載、モバイル決済の利便性の向
上などを図れば、足が遠のいているとは
いえ、潜在的には非常に価値があると考
えられている実店舗に顧客がやって来た
時に、顧客の期待に応えることができる。

 6 「精算がしやすい」というカテゴリーには、「セルフサービスで精算ができる」と「店員がレジに行かなくても支払いができる」という回答を含めている

価格を他店と比較した

上記のいずれも該当しない 24%

後日購入できるように商品の情報を
保存した 21%

購入前に必要なお金があるか確認した 21%

顧客ロイヤルティプログラムに
関する情報にアクセスした 21%

購入商品の支払いをした 20%

クーポンや割引コードにアクセスした 31%

商品について調べた 36%

36%

オンラインで購入した商品を受け取る
ため、確認メールにアクセスした 23%

商品や小売業者に関するレビューを
確認した 25%

近くの店舗の割引クーポンを入手した 14%

ソーシャルメディア経由で店舗に
「チェックイン」した 15%

商品・サービスに関する小売店や
ブランドに対するコメントを

オンラインで投稿した
11%

回答者総数：22,618人
出典：PwC, Total Retail Survey, 2016

図8：携帯端末はますます買い物に利用されるようになっている

Q：�以下のうち、店舗にいる時に携帯電話やスマートフォンを利用して行ったことがある行動はどれ

ですか？



4：（最終的に）重要なのは店舗の人材である 

小売業界では、昔から人材を代替可能
な資産と見なしてきた。店員が短期間で
離職してしまうことが多いため、集中的な
研修を実施することは、ROI から見て疑
問が残ると考えられている。経営陣につ
いても、小売業の CEO は他の業界の同規
模の企業に勤めるCEOと比べ、報酬が少
ないことが一般的である。

実際、当社のデータによると、店員によ
るサービス自体はお気に入りの小売業者
を決める大きな要因となっておらず、価格、
商品、在庫、返品ポリシーなどが上位に
挙がる。そこで、小売業の人材は差別化
の要因になりうるだろうかという疑問が生
まれてくるが、その答えは「イエス」であり、
今まさにそのような状況にある。

当社の調査データを詳しく見てみると、
店舗の役割の変化、顧客の期待の急激な
高まり、地元企業を支えたいという思いに
よって、小売業の従業員の価値が実質的
に高まる可能性があることが分かる。

特に、より高度な顧客サービス（パーソ
ナライズされたアドバイス、特別なアフター
サービス、経験に基づく深い商品知識）
が小売業者、特に大きな店舗面積を有す
る小売業者にとって差別化のポイントに
なりうる。

図9を見ると、店員の商品知識が現在
の消費者にとっていかに重要であるかが
分かる。

店内のWi-Fiが高速で、
簡単にログインできる

上記の
いずれも
該当しない

精算がしやすい

店内のスクリーン上で
さまざまな商品を確認し、
発注できる

他店舗やオンラインの
在庫をすばやく
確認できる

雰囲気が良い

顧客向けの
特別イベントがある

VIP特典（ラウンジ、
パーソナライズされた
買い物袋、軽食など）
がある

取扱商品について店員が
深い知識を持っている

パーソナライズされた
リアルタイムな
割引サービスがある22%

32%

25%14%

23%

40%

25%6%

14%

35%

回答者総数：22,618人
出典：PwC, Total Retail Survey, 2016
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図9：店員の質を高めることがショッピング体験の向上をもたらす

Q：以下のうち、店舗でのショッピング体験を向上させると思われる要因はどれですか？ 
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店舗内での体験を向上させる要因とし
ては、取扱商品について店員が深い知識
を持っているという回答が40％と圧倒的
である。消費者が挙げたもう一つの重要
な要因は、他店舗やオンラインの在庫を
すばやく確認できることであった。Apple
や Nike などの企業が、店舗内での顧客
サービスの向上や豊富な経験と知識を身
に付けたスタッフの育成に取り組んでい
ることから、小売業全体でハードルが高く
なっていると言える。

ウォートンスクールの現役研究者と元
研究者による調査では、顧客サービスと
従業員の訓練が顧客満足度と売上の両
方に良い影響を与えられることが確認さ
れている。ある研究によると、経営上の取
り組みの中でも、店舗の人員配置と従業
員の知識に対する評価が、顧客満足度と
売上に特に影響することが分かっている7。 
また、他にもDillard 社の店員に対する
トレーニングの効果に関する研究があ
る。オンライントレーニングモデルを提唱
しているExperticity 社の調査によると、
Dillard 社において各トレーニングコース
を受講した店員の売上が1.8％増加して
いた8。

図10では、知識が豊富でサービスの良
い店員に対する消費者のニーズを別の
方法で表した。店舗内では携帯電話やス
マートフォンを利用しないと回答した消
費者のうち、27％がその理由として店舗
の店員と直接話す方が良いと答えている。
では、近くの小売業者で買い物をする人
を増やすにはどうすればいいのだろうか。
上位五つの回答のうち、店舗の従業員に
関係するものが四つもあり、優れたアフ

ターケア・アフターサービス（31％）、サー
ビスの良い店員（29％）、パーソナライズ
されたサービス（28％）、地域の雇用増加

（29％）となっている。

セキュリティーが心配だから 14%

データ通信を利用していないから 10%

Wi-Fiに接続できないから 11%

データ通信速度が遅いから 5%

モバイルサイトは使いにくいから 7%

店員と直接話す方が良いから 27%

個人データを共有するのが嫌だから 13%

画面が小さ過ぎるから 16%

店舗内での買い物中に携帯電話や
スマートフォンを利用することに

メリットが感じられない
38%

携帯電話やスマートフォンを
所有していないから 18%

7 Fisher Marshall L., Jayanth Krishnan, and Serguei Netessine (2006), Retail Sore Execution:An Empirical Study, http://knowledge.wharton.upenn.edu/ wp-content/
uploads/2013/09/13361.pdf
8 Fisher, Marshall L., Santiago Gallino, and Serguei Netessine (2015), Does Online Learning Work in Retail?http://papers.ssrn.com/sol3/papers.cfm? abstract_
id=2670618

回答者総数：5,507人
出典：PwC, Total Retail Survey, 2016

図10：店舗内で店員と話をしたいというニーズは、携帯端末の魅力を上回っている

Q：店舗内での買い物中に携帯電話やスマートフォンを利用しない理由は何ですか？



当社のデータをさらに詳しく見てみると、
小売業における人材の重要性に関して、
国によって大きな違いがあることが分か
る。小売業者が店員や顧客サービスに効
果的な投資を行う際には、市場を十分に
理解することが重要となる。一部の国（英
国、フランス、日本、イタリア）では、優れ
たショッピング体験につながる要因として、
顧客サービスの位置付けが比較的低く
なっている。しかし、例えばタイ、中国、中
東では、顧客がお気に入りの小売業者を
決める要因として、顧客サービスを重視し
ている。

他の国（ドイツ、スペイン、チリ）でも、
顧客サービスはお気に入りの小売業者を
決める上で非常に大きな影響があるため、
サービスを向上させることで、店舗内体
験をよりよいものにできるほか、地域の小 
売業者の人気上昇にもつながると考えら
れる。

求められているものは、革命  |   17
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5：携帯端末は、主たる買い物の手段となった

昨年の報告書では、携帯端末が、買い
物をする前のツールとして主に利用され
ている状況を説明した。オンライン買い物
客は、携帯端末を利用して商品や店舗に
ついて調べたり、ソーシャルメディアでカ
スタマーレビューを確認したり、クーポン 
や割引サービスを手に入れたりしている。

この点については、多くの小売業者が
本当の意味でのイノベーションに取り組
んでいると言える。例えば、チューリッヒ
に本社を置くスイスの小売業者 Omega
は、商品の大部分に目立つ QRコードを
付けて陳列している。これにより、買い物
客は QRコードをスキャンして商品を検索
し、詳細を確認した上で携帯端末から注
文し、その日のうちに商品を受け取れる
ようになっている。また、自動車用品や部
品を販売しているデンマークの小売業者 
T. Hansen は、「Click & Collect」上で独
自の販売方法を導入しており、顧客がオン 
ラインで商品を購入した30分後には、顧
客が指定する店舗で商品を受け取れるよ
うになっている。顧客は来店時に携帯端
末をスキャンしてもらうことで、列に並ぶ
必要はない。商品が用意できていなけれ
ば、その商品は無料になる。

しかし、オンラインショッピング全体が
再び急激な成長を見せる中、2015年に
はモバイルショッピングでの注文が大幅
に増え、転換期を迎えた。米国における 
サンクスギビングの週末を見てみると、 
サンクスギビングとブラックフライデーの
週末に約1億300万人の米国人が、オンラ
インで買い物をしている。Adobeによると、
モバイルでの購入は、これらサンクスギ 
ビングの週末におけるオンラインショッ 
ピングのアクセス数の半分以上（51％）を
占めるとともに、売上のほぼ3分の1（29％）
を占め、2014年比で12％増加した9。実
際に、投資銀行の Goldman Sachsでは、
小売業者がモバイルをショッピング体験
に取り入れている速度を考慮すると、モ
バイルコマースが2018年にまでに全 eコ
マースのほぼ半分を占めるようになると
予測している10。

当社の調査結果を見ても、モバイル
ショッピングは、オンラインショッピング全
体の売上に占める割合を拡大し、全体の
売上そのものも増大させると予想される。
全世界の調査対象者を見ると、実店舗に
おいて携帯端末で買い物をした人の割合
が今年は20％となり、昨年の12％と比べ
て8％増加した。また、全世界の調査対
象者の46％が年に数回以上モバイルで
商品を購入しており、月に1回以上と答え
た人の割合も28％となっている。

サンクスギビングの
週末に
約1億300万人の米
国人がオンラインで
買い物をし、
総売上のほぼ
3分の1（29％）を
占めた
2014年比で12％の
増加である

9 Adobe Systems press release, November 30, 2015, "Adobe Data Shows Cyber Monday Largest Online Sales Day in History with $3 Billion." 
10 http://www.verifi.com/wp-content/uploads/2015/03/Verifi_State-of-Mobile_FINALweb.pdf



新興市場と成熟市場における購買行動
を比較してみると、モバイルによる買い物
の未来が明るいことが、さらにはっきりと
分かる11。

歴史的に商店街で買い物をする習慣
がなく、パソコンの普及率も成熟市場より
はるかに低い新興市場では、消費者が購
買チャネルとして一気に携帯端末を利用
するようになった。例えば、当社の調査を
見ると、新興市場の回答者の16％が週に
1回以上携帯端末で商品を購入している、
と答えているのに対し、成熟市場では9％
となっている。さらに、月に1回以上モバ
イルで商品を購入しているオンライン買
い物客に目を向けると、その差は大幅に
拡大し、新興市場の回答者の35％が月
に1回以上モバイルで商品を購入してい
るのに対し、成熟市場では22％であった。
新興市場と成熟市場のいずれの消費者も
サイバーセキュリティーを常に気にしてお
り、両市場の回答者の60％以上が携帯
端末を利用する際に個人のクレジット情
報をハッキングされるのではないか、と懸
念している。しかしそれでも、新興国の消
費者は、クレジット情報を携帯端末に入
力することや、配送情報をアプリに登録す
ることに積極的である。

11 �当社の調査分析に別の観点を与えるため、Dow Jonesの国分類インデックスを使用し、当社の調査対象者全体を新興市場（ブラジル、チリ、中国、インド、マレーシア、メキシコ、
ポーランド、ロシア、南アフリカ、タイ、トルコ、中東）と成熟市場（オーストラリア、ベルギー、カナダ、デンマーク、フランス、ドイツ、香港、イタリア、日本、シンガポール、スペイン、
スイス、英国、米国）に分けた

3% 2%

7%

14%

15%

5%

57%

9%

17%

20%

7%

44%

44.2%

タブレット端末からオンライン

毎日 週に1回 月に1回 年に数回 年に1回 全くしない

新興市場
回答者数の範囲：9,952～9,953人

成熟市場
回答者総数：12,665人

4% 2%

7%

13%

15%

6%

56%

12%

19%

23%

9%

33%

44.2%

携帯電話やスマートフォンからオンライン

2% 1%

2%

4%

7%

6%

5%

10%

17%

12%

53%

44.2%

次世代ウェアラブル端末（腕時計、メガネ、ペン）

80%

 
出典：PwC, Total Retail Survey, 2016
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図11：新興市場と成熟市場におけるショッピング体験の比較

Q：�以下の購買チャネルを利用して、どのくらいの頻度で商品（衣類、書籍、電子機器など）を購入して

いますか？食料品の購入は含めないでください
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新興市場の買い物客が携帯端末に依
存しているのは、店舗内の体験において
も同様である。新興市場の買い物客の
27％が実店舗での買い物の支払いをモ
バイルで行っていたが、成熟市場ではわ
ずか13％であった。

こうしたモバイルへの傾斜の全体的な
状況については、「以下の購買チャネル
を利用して、どれくらいの頻度で商品を購
入していますか？」という質問に対する過
去数年の回答を見ると、最もよく理解でき
る。図12を見ると、全世界の調査対象者
の中で、携帯電話やスマートフォンのカテ
ゴリーで（買い物を）「全くしない」と答え
た割合が、70％から46％に急減しており、
最も大きく変化していることが分かる。今
後三年間における減少率が同じだと仮定
すると、2019年初頭までにはほぼ80％
の人が何かしらの買い物を携帯電話で行
うようになると見られる。

こうしたモバイルへの移行に、小売業
者が上手く対応している例として、ベル 
リンに本社を置く履物類・衣類の小売業
者 Zalando が 挙 げられる。現在、同社
のウェブサイトへのアクセスの60％近
くは携帯端末によるものになっている。
Zalandoでは、デザインとイノベーション
を強みとする世界的企業の協力を得て、

「The Studio」というアプリを 創設した
後にモバイル化が見られるようになった。
The Studio は、Zalando のオンライン顧
客向けに新たなデジタル製品、サービス、
体験をすばやく生み出すことを目的とし
ている。Zalando のアプリが成果を上げ
るには、数年や数カ月もかからず、数週間
程度である。

70%

57%

52%

46%

2% 2%

3% 3%

5% 7%

8% 9%

9%
12%

13% 16%

7%

7%
7%

14%

15%

16%
19%

全くしない

毎日 週に1回 月に1回 年に1回

年に数回

20152014

2012 2013

出典：PwC, Total Retail Survey, 2016

図12：携帯電話やスマートフォンによる買い物の頻度は、以下のように年々増加している

Q：�携帯電話やスマートフォンを利用して、どれくらいの頻度で商品を購入していますか？食料品の

購入は含めないでください



図12を見ると、モバイルショッピングの
頻度に関連する、もう一つの興味深い事実 
が分かる。年に1回だけ携帯端末で買い
物をするという回答者の数は、2012年～
2015年の間において7％と一定だが、月
に1回買い物をするという回答者は9％か
ら16％に増加しており、週に1回で5％か
ら9％に、年に数回では14％から19％に
なっている。

つまり、買い物客の大多数はモバイル
ショッピングを試すだけでなく、その後買
い物の回数をますます増やしているので
ある。消費者がモバイルショッピングを
試した後、利用し続ける理由の一つに操
作性の向上がある。使用感はモバイルサ
イトやアプリごとに異なるが、Amazon の
1-Click 購入ボタンはよく知られている。
オンラインの決済プロセスを簡素化すれ
ば、消費者が買い物をする可能性が大幅
に高まる、という調査結果もある。

小売業者が重視している、ミレニアル
世代などの比較的若い買い物客につい
ては、多くの購買行動と同様、モバイル
ショッピングにおいて大きな違いが見ら
れる。図13は、18歳～34歳の買い物客
が、携帯電話やスマートフォンを利用して
行ったことがある行動を示したものであ
る。ミレニアル世代では24％が購入商品
の支払いをモバイルで行うと回答したが、
全年齢層では16％であった。また、ミレ
ニアル世代では23％が顧客ロイヤルティ
プログラムに関する情報にアクセスして
いたが、その他全ての年齢層では18％で
あった。さらに、ミレニアル世代では26％
が購入前に必要なお金があるかを確認し
ていたが、全年齢層では17％であった。

価格を他店と比較した

上記のいずれも該当しない 12% 35%

後日購入できるように商品の情報を
保存した 26% 17%

購入前に必要なお金があるか確認した 26% 17%

顧客に関する情報に
アクセスした 23% 18%

購入商品の支払いをした 24% 16%

クーポンや割引コードにアクセスした 36% 26%

42%

商品について調べた 43% 30%

31%

オンラインで購入した商品を受け取る
ため、確認メールにアクセスした 26% 21%

商品や小売業者に関するレビューを
確認した 32% 20%

近くの店舗の割引クーポンを入手した 17% 12%

ソーシャルメディア経由で店舗に
「チェックイン」した 20% 11%

商品・サービスに関する小売店や
ブランドに対するコメントを

オンラインで投稿した
14% 8%

ミレニアル世代 その他全ての年齢層ミレニアル世代の回答者数 :10,395人 
その他全ての年齢層：12,223人
出典 : PwC, Total Retail Survey, 2016
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図13：ミレニアル世代は他の年齢層よりはるかに頻繁に、店舗で携帯端末を利用している

Q：�以下のうち、店舗にいる時に携帯電話やスマートフォンを利用して行ったことがある行動はどれ

ですか？
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6：現在の消費者はコミュニティへ関心を高めている

現在では、「コミュニティ」という言葉が、
仮想またはデジタルコミュニティを意味す
ることが多く、ミレニアル世代においては
特に顕著である。これに対し、小売業者
は過去数年間にわたり、つながり、特別感、
カスタマイズ、会員資格を求める消費者
に対してさまざまな方法で対応している。

顧客に追加のメリットを提供する方法
として利用されている、顧客ロイヤルティ
プログラムは、小売業者にとって驚くほど
成功した手段となっている。全世界の調
査対象者の91％が顧客ロイヤルティプ
ログラムを利用している、と回答している
ことから、消費者が具体的なメリットを得
られる小売業者のコミュニティに参加し
たいと考えていることは明らかである。し
かし、想像力が不足しているため、顧客
ロイヤルティプログラムはさまざまな面
で伸び悩んでおり、実際にコミュニティを
作り上げるまでには至っていない。一定
の金額を小売業者に支払ったことに対し
て一定水準の還元ポイントがもらえると
いうだけでは、顧客を同じような考えを
持った消費者に波及するような起爆剤に
はならないのである。例えば、当社の調
査対象者に対して顧客ロイヤルティプロ
グラムから得られる上位三つのメリット
を尋ねたところ、会員限定の割引やサー
ビスがある（70 ％）、還元ポイントが 貯
まる（61％）、送料が無料になる（58％）
といった回答が上位を占めた。これらは

全てメリットとして認められるものであ
ることはもちろんだが、小売業者が顧客 
ロイヤルティプログラムに取り入れたい
と考えているパーソナライズ、つながり、
エンゲージメントに関係するものとは言
えない。当社では、小売業者が顧客ロイ
ヤルティプログラムを通じてコミュニティ 
を作り出す革新的な方法があると考えて
いる。

全世界の調査対象者の 91％が
顧客ロイヤルティプログラムを利用していると回答した

70%

61%

58%

会員限定の割引や
サービスが
最大のメリットである

送料が無料になること
が最大のメリットである

還元ポイントが貯まる
ことが最大のメリット
である



顧客ロイヤルティプログラムに関する
質問に対する上位の回答以下には、実は
より高度なカスタマイズや他にはない会
員限定のメリットを求めていることを示唆
する結果が存在している。パーソナライ
ズされたマーケティングサービス（23％）、
特別な会員イベントに参加できる（18％）、
会員限定エリアに入れる（14％）といった
ことも、顧客ロイヤルティプログラムを利
用する際の重要なメリットとして選ばれて
いる。

地理的な観点から見ると、本報告書で
前述した中国が世界の先行指標になりう
るという示唆を顧客ロイヤルティプログラ
ムにも適用できるとすれば、中国のオンラ
イン買い物客が特別な会員イベントに参
加できる（32％）やパーソナライズされた
マーケティングサービス（36％）を他の地
域の買い物客よりもはるかに高く評価し
ていることから、将来的には、還元ポイン
トや配送を重視する消費者が現在よりも
大幅に減少すると予想される。

9%顧客ロイヤルティプログラムを
利用していない

58%送料が無料になる

12%専用のレジカウンター

10%会員限定のカタログ・雑誌

23%パーソナライズされたマーケティングサービス

14%会員限定エリアに入れる

70%会員限定の割引やサービス

18%特別な会員イベントに参加できる

61%還元ポイントを貯めてマイルや
金銭的な価値があるものなどに交換できる

ポイント

　還元

回答者総数：22,618人
出典：PwC, Total Retail Survey, 2016

58%
電子メール

3%

3%

10%
SMSメッセージ

20%
印刷物

ソーシャルメディア

小売業者の
ウェブサイトへのアクセス

5%
アプリ

回答者総数：22,078人
出典：PwC, Total Retail Survey, 2016

図14：還元ポイントや送料無料は魅力的だが、消費者は会員限定のメリットも望んでいる

Q：顧客ロイヤルティプログラムを利用する主なメリットは、どこにあると感じていますか？
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Q：割引やプロモーション情報、クーポンを受け取る場合、どのような方法が望ましいと思いますか？

図15：�SMSメッセージが勢いを増しているものの、世界の消費者は依然として電子メー
ルで割引を受けることを望んでいる



 多くの多くの小売業者は、コミュニ
ティを求める買い物客が今後も増え続
けるだろうと断言している。コミュニティ
に関する取り組みの中で革新的なもの
の多くは、リアル店舗とオンラインの
世界の橋渡しの役割を果たしている。

例えば、イノベーションについて高
い評価を得ている米国の高級百貨店
チェーン Nordstrom は、人気のある
ソーシャルメディアサイトPinterestを
通じて、顧客との強いエンゲージメン
トを作り出している。このサイト上で
頻繁に「ピン留め（チェック）」がされて
いる店頭商品は、Pinterest のロゴが
付いた赤いタグが付けられ、店舗で目
立つように陳列されている。このよう
に Nordstrom は、正式な登録手続き
や顧客の詳細な会員情報がなくても、
自身の商品に関するソーシャル活動
を利用して、顧客の好みを理解しつつ、

「精通している」コミュニティを非公
式な形で生み出している。このページ
では、小売業者による顧客コミュニティ
の創出について、他にもいくつか革新
的な事例を紹介する。

•	 Tesco：食料品を扱う英国の小売業者。大
型店舗の売場スペースを「再利用」し、カ
フェ、ネイルサロン、ジム、コミュニティルー
ムを備えたより居心地の良い環境を生み出
している

•	 Rapha：英国のサイクリング関連の小売業
者。同社の「Rapha Cycle Club」では、限定
商品の販売や郊外の専用サイクリングロー
ドの設置のほか、問い合わせ対応や地域
情報の発信を行う国際的なサイクリング・ 
コンシェルジュ・サービスも提供している。
また、同じような目的を持ったサイクリスト
たちのための集会場（Raphaの製品を購入
できるカフェが中心）を全世界に開設して 
いる

•	 Waitrose：英国の高級スーパー。独自の料
理サイトWaitrose Kitchenを開設し、顧客
がサイトを閲覧したり、商品を購入したりす
る時にアイデアやレシピを共有できる場を
提供している。Waitrose Kitchenの成功を
受けて新たにWaitrose FloristとWaitrose 
Cellarもオープンし、顧客コミュニティ向け
にワンストップのショッピング体験を生み出
している

•	 IKEA：スウェーデンを代表する小売業者。
自社のソーシャルコミュニティ上で「IKEA
ファン」が自分のブログや他のフォーラム
を通じて交流できる場を提供し、部屋の
種類（キッチンなど）や関心のある分野（グ 
リーンリビングなど）ごとに投稿をカテゴラ
イズしている。消費者は自分の新しいイン
テリアプランや家具のレイアウトを紹介し、
他の顧客からフィードバックをもらったり、
家具の組み立てなど、顧客が持つ共通の問
題について話し合ったりしている

•	 Sport Chek：スポーツウエアやスポーツ用
品を取り扱うカナダの企業。トロントの9つ 
の地区でバスケットボールに関する9本
の短編ドキュメンタリーを撮影し、同社の
#MyNorthキャンペーンの中で公開した。
このキャンペーンは、ソーシャルメディア上
で8,500回も取り上げられ、約3,800万件
の感想が寄せられている
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7：ソーシャルメディアは巨大な影響力を持っている

2015年はモバイルの年であると同時
に、ソーシャルメディアの年でもあった。
ソーシャルメディアはオンラインショッ 
ピングの牽引役としてまだ初期段階にあ
るとはいえ、ソーシャルメディアを通じた
口コミや販売はいずれも明らかな成長を
続けており、他の全てのオンラインチャネ
ルをしのぐ勢いである。例えば、Internet 
Retailer の Social Media 500によると、
米国上位500社の小売業者の2014年に
おけるソーシャルメディアを通じた買い
物の売上は33億米ドルとなり、2013年
比で26％増加した。この成長率は、米国
におけるeコマース市場全体の成長率で
ある約16％を大幅に上回っている12。

当社の Total Retail survey の調査に
とっても、2015年は転換期になると見ら
れる。今年 は、全世界 の 調査対象者 の
78％が何らかの形でソーシャルメディア
の影響を受けており、前年調査の68％か
ら上昇した。図17に示すとおり、全世界
の調査対象者の43％がソーシャルメディ
ア上でお気に入りのブランドとコミュニ
ケーションを取った結果、そのブランドの
評価が高まった、と回答している。調査対
象者のうち、お気に入りのブランドと実際
にコミュニケーションを取った人に限ると、
64％がコミュニケーションを通じてその
ブランドを一層高く評価するようになった、
と回答している。

12 Business Insider（2015年6月30日）, http://www.businessinsider.com/social-commerce-2015-report-2015-6

ソーシャルメディア
を通じて直接商品を
購入する

レビュー、コメント、
フィードバックを書く

広告を見る

特定のブランドや
小売業者とかかわり
を持つ

プロモーション
情報を受け取る

最新のファッションや
商品のトレンドをチェックする

レビュー、
コメント、
フィードバックを
読む

45%

44%

30%

22%

20%

16%

25%

43%
はい

24%
いいえ

ソーシャルメディアを
通じてコミュニケーション
を取ったことはない

33%

回答者総数：22,618人
出典：PwC, Total Retail Survey, 2016

回答者総数：22,618人
出典：PwC, Total Retail Survey, 2016
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図16：ソーシャルメディアは、買い物客の情報アクセスを広げる役割を果たしている

Q：�以下に挙げたソーシャルメディアの機能のうち、あなたのオンラインでの購買行動に影響を与え

ているものはどれですか？

図17：�ソーシャルメディアを通じてブランドとコミュニケーションを取ると、通常、買い
物客には良い印象が残る

Q：�ソーシャルメディアを通じてお気に入りのブランドとコミュニケーションを取った結果、そのブ

ランドを一層高く評価するようになったことがありますか？ 
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45％もの人がレビュー、コメント、フィー
ドバックを読むことでオンラインでの購
買行動に影響を受けていると回答してい
る。この割合は新興市場では56％だが、
成熟市場では36％であった。国別の内訳
を見ると、その差は大きい。例えば、デン
マークではレビュー、コメント、フィードバッ
クを読むことで影響を受けた人は調査対
象者の22％に過ぎないが、マレーシアで
は69％にも上る。次に多いのはインドで
66％、その次は中国で63％、その後にチ
リの58％とトルコの56％が続く。

顧客のレビュー、コメント、フィードバッ
クから影響を受けているのは、消費者だ
けではない。小売業者にとって、顧客が自
ら発信しているこのような情報の波は、リ
アルタイムで入手ができ、かつ膨大な量
のデータとなり、カスタマーリサーチに活
用されている。

興味深いことに、ソーシャルメディアの
影響力の高まりは、広告宣伝の終わりを
告げているわけではなく、当社の調査対
象者のうち、30％もの人が「広告を見る」
ことで購買行動に影響を受けている、と
回答している。広告の影響を受けている 
オンライン買 い 物客 が 特に多 いのは、
インド（55％）、南アフリカ（49％）、チリ

（47 ％）、メキシコ（46 ％）、マレ ーシア
（45％）である。

広告を見る 
 
回答者総数： 
6,775 人

レビュー、コメント、
フィードバックを書く
回答者総数： 
5,030 人

レビュー、コメント、
フィードバックを読む
回答者総数： 
10,154 人

オーストラリア 22% 13% 37%

ベルギー 15% 8% 23%

ブラジル 43% 35% 56%

カナダ 22% 13% 38%

チリ 47% 25% 58%

中国 28% 35% 63%

デンマーク 12% 20% 22%

フランス 16% 11% 25%

ドイツ 21% 17% 37%

香港 * 32% 27% 59%

インド 55% 45% 66%

イタリア 17% 23% 47%

日本 24% 15% 40%

マレーシア 45% 31% 69%

中東 ** 43% 20% 37%

メキシコ 46% 23% 55%

ポーランド 14% 19% 49%

ロシア 20% 31% 59%

シンガポール 34% 25% 57%

南アフリカ 49% 23% 52%

スペイン 29% 19% 46%

スイス 18% 11% 34%

タイ 44% 37% 53%

トルコ 44% 40% 56%

英国 17% 14% 33%

米国 26% 18% 40%

世界全体 30% 22% 45%

出典：PwC, Total Retail Survey, 2016

* 香港の調査対象者数は100人
** 中東には、UAE、エジプト、サウジアラビアが含まれる

図18：ソーシャルメディアは世界各国でさまざまな影響を与えている

Q：�以下に挙げたソーシャルメディアの機能のうち、あなたのオンラインでの購買行動に影響を与え

ているものはどれですか？



今年はまた、この調査を開始以降初め
て、ソーシャルメディアを通じて直接買い
物をするオンライン買い物客の数が大幅
に増加した。調査対象者の16％がソー
シャルメディアを通じて商品を購入して
いる、と回答し、2014年の調査から9％
増加した。この点については、各国の消
費者の間で大きな違いが見られる。ベル
ギー、デンマーク、カナダでは、オンライン 
買い物客のうち、ソーシャルメディアを
通じて直接買い物をすることがある、と
回答した人は、それぞれ4％、5％、6％
にとどまった。一方、タイでは、その割合
が 回答者の半数以上（51 ％）にも上り、
インド（32％）、マレーシア（31％）、中国

（27％）、中東（26％）においても高い。

ソーシャルメディアに関する議論では、
どのような場合でも地域と年齢層が極め
て重要な要因であることが当社のデータ
から分かっている。新興市場の消費者が
ソーシャルメディアの影響を受けている
割合（92％）は、成熟市場の消費者の場合

（66％）よりもはるかに高い。さらに、ソー
シャルメディアでのコミュニケーションを
通じてブランドの評価が高まるということ
に関しても、明らかに大きな差がある。新
興市場では、ソーシャルメディア上でコミュ
ニケーションを取ったオンライン買い物
客の80％がブランドをより高く評価するよ
うになっているが、成熟市場のオンライン 
買い物客では47％に過ぎなかった。

全世界の調査対象者の購買行動を見
ると、45歳前後から高齢に進むにつれて、
ソーシャルメディアの影響力が弱まり始
めている。これはまた、ソーシャルメディ
ア上でお気に入りのブランドとコミュニ
ケーションを取るという回答者が全体的
に減少し始める年齢でもある。ただし、こ
うした動向は今後数年間で変化すると予
想される。ミレニアル世代（18歳～34歳）
と30代半ばの人々、つまり10年以上にわ
たってソーシャルメディアに触れている買
い物客がそのまま中年になるからである。

32%

51%

ベルギーデンマークカナダインド マレーシア 中国 中東タイ

31%
27% 26%

6% 5% 4%

Online shoppers 
who said they 
purchased directly 
via a social media 
channel 

全世界の回答者数 : 3,561人 
出典 : PwC, Total Retail Survey, 2016
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ソーシャルメディアを
通じて直接買い物を
すると回答した
オンライン買い物客

図19：�購買チャネルとしてのソーシャルメ
ディア
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8：小売業者は「リーディングイノベーター」になりうる可能性がある

優れた小売業者の中でも、長年にわたっ
てイノベーションを続けている業者がど
れだけいるかは意見の分かれるところで
ある。

しかし、一つ確かなこととして、現在の
消費者は従来の実店舗に加えて、携帯電
話、タブレット、PC、ウェアラブル端末を
通じてどこからでも買い物ができるシーム
レスかつ統合されたオムニチャネルの体
験を強く欲しており、イノベーション、特に
技術的なイノベーションを求めている。

お気に入りの小売業者をどの程度革新
的であると考えているか、について回答
者に直接尋ねたところ、喜ばしいことに、
お気に入りの小売業者を非常に革新的で
あると見ている回答者が大半を占めた。

図20に示すとおり、「革新的である」、
「非常に革新的である」、「リーディングイ
ノベーターである」の三段階に分けて革
新性を尋ねたところ、調査対象者のうち、
60％を大きく超える人がお気に入りの小
売業者はいくらか革新的であると回答し

ている。買い物客は、「商品の品揃え」と
「マストアイテムや新商品の在庫」の項
目で、お気に入りの小売業者を最も革新
的であると認めている。 

21%9%37%23%10%ソーシャルメディアや
オンラインでの存在感

サステナビリティ

商品の品揃え

マストアイテムや
新商品の在庫

配送サービス

顧客ロイヤルティ
プログラム

店舗内の設備

店舗のレイアウト

店舗での体験

23%7%35%26%10%

10%4%33%36%17%

13%5%32%34%17%

13%8%31%31%17%

16%13%31%26%14%

19%11%31%26%13%

15%9%34%29%13%

15%8%32%30%15%

points

Reward

リーディング
イノベーターである

全く革新的でない 分からない非常に革新的である 革新的である

回答者数の範囲：22,164 ～ 22,403人
出典：PwC, Total Retail Survey, 2016

Q：お気に入りの小売業者は、以下に挙げた分野に関してどれくらい革新的であると思いますか？

図20：�小売業者のイノベーションに対する評価は、商品の品揃えに関して最も高く、サステナビリティやオンラインでの存在感について
はそれほどでもない



お気に入りの小売業者を「リーディング
イノベーター」と呼べるほど革新的であ
る、と考えている回答者の割合が少ない
ことは、小売業者にとっての課題である。
17％を超えるカテゴリーで「リーディング
イノベーター」は存在しない。回答者のう
ち、ソーシャルメディアとサステナビリティ
のカテゴリーでお気に入りの小売業者が
リーディングイノベーターであると答え
た人は10％にとどまった。世界のオンラ 
イン買い物客がソーシャルメディア上で
どれだけ活発に動いているかを考えれば、
小売業者がこの分野で成長を望むのは
間違いない。消費者は、ソーシャルメディ
アのイノベーションについては非常に高
いハードルを設定している可能性がある
が、それもまた、小売業者にとっては成長
の余地である。

いずれにしても、お気に入りの小売業
者に関するこうした冷静な見方は、非常
に大きなチャンスであり、投資資金を持つ
小売業者にとっては、リーディングイノベー
ターになりうる可能性 が 大 い にあると 
言える。

求められているものは、革命   |   29

投資資金を持つ小売業者にとっては、
リーディングイノベーターになりうる
可能性が大いにあると言える。
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